
（単位　円）

本年度末 前年度末 増　　減

77,317,380,924 78,551,103,354 △ 1,233,722,430

53,704,849,845 54,927,233,106 △ 1,222,383,261

土地 23,442,578,940 23,442,578,940 0

建物 22,985,988,576 23,856,934,805 △ 870,946,229

構築物 483,003,724 555,613,553 △ 72,609,829

教育研究用機器備品 857,453,493 1,087,417,822 △ 229,964,329

管理用機器備品 126,303,155 153,521,210 △ 27,218,055

図書 5,808,167,205 5,829,073,240 △ 20,906,035

車両 1,354,752 2,093,536 △ 738,784

23,469,218,955 23,469,218,955 0

第３号基本金引当特定資産 2,225,606,455 2,225,606,455 0

奨学資金引当特定資産 1,100,000,000 1,300,000,000 △ 200,000,000

退職給与引当特定資産 2,800,000,000 2,800,000,000 0

減価償却引当特定資産 17,040,000,000 16,840,000,000 200,000,000

危機管理対策資金引当特定資産 300,000,000 300,000,000 0

将来構想資金引当特定資産 3,612,500 3,612,500 0

143,312,124 154,651,293 △ 11,339,169

電話加入権 4,746,240 4,746,240 0

差入保証金 29,459,360 29,459,360 0

有価証券 19,000,000 19,000,000 0

長期貸付金 90,106,524 101,445,693 △ 11,339,169

10,206,996,260 9,042,143,667 1,164,852,593

現金預金 9,942,453,881 8,690,214,334 1,252,239,547

未収入金 195,979,896 281,868,171 △ 85,888,275

短期貸付金 14,731,292 19,391,866 △ 4,660,574

前払金 37,528,619 33,497,000 4,031,619

立替金 12,248,140 13,035,912 △ 787,772

仮払金 4,054,432 4,136,384 △ 81,952

資　産　の　部　合　計 87,524,377,184 87,593,247,021 △ 68,869,837

その他の固定資産

流動資産

貸　借　対　照　表

令和４年3月31日

資産の部

科　　目

固定資産

有形固定資産

特定資産



（単位　円）

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減

固定負債 3,564,467,058 3,673,082,187 △ 108,615,129

長期未払金 806,631,241 884,466,997 △ 77,835,756

退職給与引当金 2,757,835,817 2,788,615,190 △ 30,779,373

流動負債 2,832,787,809 2,933,010,953 △ 100,223,144

未払金 360,110,413 347,180,590 12,929,823

前受金 1,740,132,009 1,796,125,779 △ 55,993,770

修学旅行費預り金 124,099,970 182,702,533 △ 58,602,563

預り金 608,445,417 607,002,051 1,443,366

負　債　の　部　合　計 6,397,254,867 6,606,093,140 △ 208,838,273

純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

基本金 85,740,009,103 85,608,609,175 131,399,928

第１号基本金 82,660,429,408 82,529,029,480 131,399,928

第３号基本金 2,225,606,455 2,225,606,455 0

第４号基本金 853,973,240 853,973,240 0

繰越収支差額 △ 4,612,886,786 △ 4,621,455,294 8,568,508

翌年度繰越収支差額 △ 4,612,886,786 △ 4,621,455,294 8,568,508

純　資　産　の　部　合　計 81,127,122,317 80,987,153,881 139,968,436

負　債　及　び　純　資　産　の　部　合　計 87,524,377,184 87,593,247,021 △ 68,869,837

科　　目

科　　目

１． 重要な会計方針

(1) 引当金の計上基準

徴収不能引当金

未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

退職給与引当金

退職金の支給に備えるため、期末要支給額　3,692,678,899円の100%を基にして、大阪府退職金財団に加入

している教職員については、当該団体よりの交付金相当額を控除し、また、私立大学退職金財団に加入して

いる教職員については、掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

(2) その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法に基づく原価法である。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

預り金その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。

２． 重要な会計方針の変更等

該当なし

３． 減価償却額の累計額の合計額

４． 徴収不能引当金の合計額

５． 担保に供されている資産の種類および額

該当なし

注　記

29,498,507,115円

704,197円



６． 翌会計年度以後の会計年度において基本金の組入れを行うこととなる金額

７． 当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８． その他財政および経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1) 有価証券の時価情報

　　①総括表

(単位 円)

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

　　②明細表

(単位 円)

債券

株式

投資信託

貸付信託

(2) 学校法人の出資による会社に係る事項

  当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

株式会社アンデレパートナーズ

建物内外の保守管理・清掃業務、警備業及び情報処理の運用管理支援等

9,000,000円　　　90株

9,000,000円　　　90株　　　総出資金額に占める割合 100％

平成28年3月15日　　　9,000,000円　　　90株

（単位　円）

当該会社からの受入額 特別寄付金

賃借料等

出向者給与

当該会社への支払額

（単位　円）

当該会社への出資金等

当該会社への未払金

学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

(3) 偶発債務

  下記について、金融機関に対して債務保証を行っている。

学生の奨学ローン

保 証 債 務

35,380,482円

法 人 と の 資 金 、

出 資 の 状 況

出 資 状 況

配当及び寄附の

金額並びに学校

当期中に学校法

期首残高

人 が 受 け 入 れ た

（うち満期保有目的の債券）

時価のない有価証券

有価証券合計

有価証券合計

合　　　　計

種　　　類

△ 83,699,130

差　　　額

6,822,995,6106,906,694,740

名 称

事 業 内 容

時価のない有価証券

2,306,710

取 引 等 の 状 況

‐

‐ ‐

出 資 金

学 校 法 人 の

19,000,000

9,000,000

2,306,710

0

7,187,906 7,187,906

業務委託費等

9,000,0000

782,312,891

期末残高資金収入等資金支出等

12,100,000

‐

‐

‐

2,391,400

6,925,694,740

‐

10,000,000

△ 83,699,130

△ 89,302,830

6,906,694,740 6,822,995,610 △ 83,699,130

貸借対照表計上額

19,000,000

6,925,694,740

当年度（令和4年3月31日）

時　　　価

5,603,700

貸借対照表計上額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

合　　　　計

（うち満期保有目的の債券）

2,600,000,000

4,306,694,740

4,306,694,740

△ 89,302,830

4,217,391,910

6,906,694,740

（うち満期保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

当年度（令和4年3月31日）

6,822,995,610

6,822,995,610

△ 83,699,130

2,600,000,000

時　　　価

6,906,694,740

589,333,152円

‐

2,605,603,700

2,605,603,700

4,217,391,910

‐

差　　　額

5,603,700



(4) 関連当事者との取引

  関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 （単位　円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）学内各種委員会等の法務アドバイス料については、専門性に加え、顧問弁護士との過去の契約金額実績を

勘案した上で決定している。

期末
残高

取引金額

1,980,000

勘定科目

管.支払手
数料支出

-

取引の
内容

法務アドバイス
料の支払

（注1）

関係内容

-

事業
内容
又は
職業

属性

理事

住所

-

資本金
又は出
資金

役員、法人
等の名称

山田　陽彦 -

議決権
の所有
割合 事実上

の関係

法務アド
バイス

-

役員等の兼
任等

-


